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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第75期

第３四半期
連結累計期間

第76期
第３四半期
連結累計期間

第75期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日

自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 (千円) 30,216,558 33,489,785 45,454,004

経常利益又は経常損失（△） (千円) △2,535,194 677,455 △2,028,222

親会社株主に帰属する四半期純利益又は
親会社株主に帰属する四半期(当期)純損
失（△）

(千円) △2,584,753 385,554 △1,765,584

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △2,476,935 473,966 △1,517,121

純資産額 (千円) 18,119,498 19,378,084 19,079,172

総資産額 (千円) 30,891,508 31,289,364 32,855,733

１株当たり四半期純利益金額又は
１株当たり四半期(当期)純損失金額(△)

(円) △134.00 19.99 △91.53

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 58.7 61.9 58.1
 

 

回次
第75期

第３四半期
連結会計期間

第76期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成26年10月１日
至　平成26年12月31日

自　平成27年10月１日
至　平成27年12月31日

１株当たり四半期純利益金額又は
１株当たり四半期純損失金額（△）

(円) △37.13 23.72
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結

　　累計期間より、「四半期純利益又は四半期（当期）純損失」を「親会社株主に帰属する四半期純利益又は

親会社株主に帰属する四半期（当期）純損失」としております。

４　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

　なお、当社グループは設備工事業の単一セグメントであります。

 

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国の景気は、輸出・生産面に新興国経済の減速の影響がみられるもの

の、企業収益や雇用情勢の改善などを背景に緩やかな回復基調で推移いたしました。北海道の景気についても、雇

用・所得環境などの改善を背景に緩やかに回復しております。

しかしながら、建設業界におきましては、設備投資は緩やかな増加基調にあるものの、労働者不足や建設コスト

の上昇が続くなど、当社グループを取り巻く経営環境は厳しい状況で推移いたしました。

このような環境のなかで、全社をあげて営業活動を強力に展開するとともに、経営全般にわたり徹底した効率化

に努めた結果、次のような業績となりました。

　      

受注高　　　　　３８９億５７百万円（前年同四半期比　１１．３％増）

売上高　　　　　３３４億８９百万円（前年同四半期比　１０．８％増）

営業利益　　　　　　５億２３百万円（前年同四半期は　営業損失　　　　　　２６億９６百万円）

経常利益　　　　　　６億７７百万円（前年同四半期は　経常損失　　　　　　２５億３５百万円）

親会社株主に帰属する　　　　　　　（前年同四半期は　親会社株主に帰属する
四半期純利益　　　　３億８５百万円                 四半期純損失　　　　２５億８４百万円）

　

(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における資産合計は、受取手形・完成工事未収入金や未成工事支出金の増加があっ

たものの、現金預金の減少などにより、前連結会計年度末に比べ１５億６６百万円減少し、３１２億８９百万円と

なりました。

負債合計は、支払手形・工事未払金の減少などにより、前連結会計年度末に比べ１８億６５百万円減少し、

１１９億１１百万円となりました。

純資産合計は、利益剰余金の増加などにより、前連結会計年度末に比べ２億９８百万円増加し、１９３億７８百

万円となりました。

この結果、自己資本比率は前連結会計年度末に比べ３．８ポイント増加し、６１．９％となりました。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

 

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間において、特記すべき事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 70,000,000

計 70,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成27年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成28年２月10日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 19,722,027 19,722,027 札幌証券取引所 単元株式数　1,000株

計 19,722,027 19,722,027 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成27年12月31日 ─ 19,722,027 ─ 1,730,000 ─ 2,364,633
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日である平成27年９月30日の株主名簿により記載しております。
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① 【発行済株式】

平成27年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

435,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

19,089,000
19,089 ―

単元未満株式
普通株式

198,027
― ―

発行済株式総数 19,722,027 ― ―

総株主の議決権 ― 19,089 ―
 

(注) １ 上記「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の　　　

株式がそれぞれ3,000株(議決権3個)及び400株含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式482株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成27年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
北海電気工事株式会社

北海道札幌市白石区菊水
２条１丁目８－２１

435,000 ─ 435,000 2.21

計 ― 435,000 ─ 435,000 2.21
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成27年10月１日から平成

27年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 7,881,590 3,519,707

  受取手形・完成工事未収入金 11,559,174 12,068,415

  未成工事支出金 1,128,002 2,983,561

  材料貯蔵品 508,409 497,941

  その他 609,411 1,096,557

  貸倒引当金 △1,153 △1,253

  流動資産合計 21,685,435 20,164,929

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物・構築物（純額） 4,715,194 4,549,917

   その他（純額） 3,016,624 3,255,708

   有形固定資産合計 7,731,818 7,805,626

  無形固定資産 150,129 130,911

  投資その他の資産 3,288,349 3,187,897

  固定資産合計 11,170,297 11,124,434

 資産合計 32,855,733 31,289,364

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金 5,934,980 4,094,957

  未払法人税等 34,302 261,761

  未成工事受入金 188,654 392,833

  工事損失引当金 143,697 211,862

  その他 2,075,410 1,677,745

  流動負債合計 8,377,045 6,639,161

 固定負債   

  役員退職慰労引当金 151,350 102,627

  退職給付に係る負債 5,210,653 5,134,478

  その他 37,511 35,012

  固定負債合計 5,399,515 5,272,118

 負債合計 13,776,560 11,911,279

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,730,000 1,730,000

  資本剰余金 2,367,632 2,368,052

  利益剰余金 14,241,288 14,453,238

  自己株式 △76,244 △78,115

  株主資本合計 18,262,675 18,473,175

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 693,801 790,550

  退職給付に係る調整累計額 122,695 114,358

  その他の包括利益累計額合計 816,496 904,909

 純資産合計 19,079,172 19,378,084

負債純資産合計 32,855,733 31,289,364
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

完成工事高 30,216,558 33,489,785

完成工事原価 31,721,146 31,897,861

完成工事総利益又は完成工事総損失（△） △1,504,587 1,591,924

販売費及び一般管理費 1,191,591 1,068,111

営業利益又は営業損失（△） △2,696,179 523,813

営業外収益   

 受取配当金 23,452 28,036

 保険配当金 73,069 76,880

 その他 70,441 52,507

 営業外収益合計 166,963 157,424

営業外費用 5,978 3,782

経常利益又は経常損失（△） △2,535,194 677,455

特別利益   

 固定資産売却益 83 -

 特別利益合計 83 -

特別損失   

 固定資産除却損 18,406 22,442

 減損損失 2,009 -

 支払補償費 - 33,599

 特別損失合計 20,415 56,041

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△2,555,526 621,414

法人税等 29,226 235,860

四半期純利益又は四半期純損失（△） △2,584,753 385,554

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

△2,584,753 385,554
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △2,584,753 385,554

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 135,634 96,749

 退職給付に係る調整額 △27,816 △8,337

 その他の包括利益合計 107,817 88,412

四半期包括利益 △2,476,935 473,966

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △2,476,935 473,966
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

（会計方針の変更）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平

成25年９月13日）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から

非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間

及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。　

 
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

(税金費用の計算)

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

減価償却費 372,609千円 334,584千円
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 135,029 7 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

 

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 173,603 9 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金
 

(注) １株当たり配当額には創立70周年記念配当2円が含まれております。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

 

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

設備工事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

設備工事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額又は
１株当たり四半期純損失金額（△）

△134.00円 19.99円

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は
親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）(千円)

△2,584,753 385,554

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額又は親会社株主に帰属する
四半期純損失金額（△）(千円)

△2,584,753 385,554

普通株式の期中平均株式数(株) 19,289,757 19,287,766
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成28年２月10日
 

　

北海電気工事株式会社

   取 締 役 会　 御中
 

　

新日本有限責任監査法人
 

　

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員  公認会計士　　篠　　河　　清　　彦　　 ㊞
 

　

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員  公認会計士　　片　　岡　　直　　彦　　 ㊞
 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている北海電気工事株

式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成27年10月１日から

平成27年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年12月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、北海電気工事株式会社及び連結子会社の平成27年12月31日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

　

その他の事項

会社の平成27年３月31日をもって終了した前連結会計年度の第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間に

係る四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び

監査が実施されている。前任監査人は、当該四半期連結財務諸表に対して平成27年２月10日付けで無限定の結論を表明

しており、また、当該連結財務諸表に対して平成27年６月18日付けで無限定適正意見を表明している。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

 
 

（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２　ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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